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フランスでも，2000 年代に 「Vincent Humbert」 事件を契機として，死ぬ権
利や安楽死の問題が本格的に議論されることとなった3）。2002 年 3月 4 日法
による保健衛生法（Code de la santé publique）4）の改正で，既に患者の権利が強
化されていたが，患者の権利と生の終末 （終末期） に関する 2005 年 4 月 22 日
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フランスでは，長年にわたり植物状態にあった男性 （Vincent Lambert） に対
して治療の継続を中止することを認めるかについて，行政裁判機関も巻き込
み争われていた事案があった。行政裁判において，コンセイユ・デ・タ（国務
院） は， 患者に対する治療の中止を認めた。この事案は刑事裁判にも発展し， 










 2）　末道・前掲書 89 頁以下を参照。
 3）　末道・前掲書 91 頁を参照。
 4）　公衆衛生法と表記される場合もあるが，本稿では保健衛生法と表記する。
 5）　2005 年法の解説については，末道・前掲書 93 頁以下を参照。
 6）　Loi no 2016-87 du 2 février 2016 créant de nouveaux droits en faveur des malades 
et des personnes en fin de vie, J.O. no 0028 du 3 février 2016.
 7）　この点については，Le Point 2018 年 9 月 28 日付の記事を参照。2017 年にベル
ギーで安楽死を求めた者 464 人のうち 354 人がフランス人であった。
 8）　Cass. crim., 5 mars 2019 No 18-80.712（判例集未登載であるが，Legifrance 上で閲


































して16），患者の権利と生の終末（終末期）に関する 2005 年 4 月 22 日法（Léo-
netti 法）が制定され，保健衛生法に尊厳ある死の権利に関する規定が整備さ
れた。その後，保健衛生法は，患者及び生の終末（終末期）にある者のため












る手続 （procédure collégiale） がとられる。この手続には，患者の担当医の他，
少なくとも助言者として別の医師及び医療従事者等が関与し，合議の上で治
療中止の決定を下す18）。2016 年法の特色は，終末期の患者に対して持続的で





いことになる。したがって，2005 年法（及び 2016 年法）は「法の許可」とし
て保健衛生法に新たな正当化事由を設けたことになる20）。ただ，患者の意思
に基づき死期が迫った患者を殺害するような積極的安楽死については，たと




























破毀院 2019 年 5 月 5 日判決では，治療の中止と犯罪の成否が正面から争
われたので，本判決の詳細を検討する。
　 注
 9）　名古屋高判昭和 37 年 12 月 22 日高刑集 15. 9. 674。
10）　横浜地判平成 7年 3月 28 日判例時報 1530 号 28 頁。
11）　井田良『講義刑法学・総論（第 2版）』（有斐閣・2018）360 頁以下参照。
12）　前記注 2を参照。
13）　最決平成 21・12・7 刑集 63 巻 11 号 1899 頁。
14）　井田・前掲書 369 頁以下参照。本件における調査官解説では，本件抜管行為が適
法化される要件として，患者本人の意思と治療義務の限界という 2 要件から分析し
ている（入江猛・最高裁判例解説 平成 21 年度 刑事篇 580 頁以下を参照）。
15）　H. Angevin actualisé par C. Carbonaro, Atteintes volontaires à la vie. Meurtre, As-
sassinat, Empoisonnement, Provocation non suivie d’effet à commettre un assassinat ou 









20）　J. Pradel, Droit pénal général 21e éd., 2016, p. 505.
21）　この点については，J. Pradel, La parque assistée par le Droit. Apports de la loi du 
22 avril 2005 relative aux droits des maladies et à la fin de vie, D., 2005, p. 2108.
22）　X. Pin, Le sonsentement en matière pénale, L.G.D.J., 2003, no 227 ; C. Mascala, 
Consentement de la victim, Juris-classeur penal, App. art. 122-4 à 122-7, 2013, no 3.
23）　この点については，J. H. Pozo, Droit pénal Partie générale Nouvelle édition refon-
due et augmenté, 2008, no 624 を参照。
24）　F. Tulkens et M. van de Kerchove, Introduction au droit pénal, 2007, p. 356 ; N. 
Colette-Basecqz et N. Blaise, Droit pénal général, 3e éd., 2016, pp. 222 et s. ; F. Kuty, 
Principes généraux du droit pénal belge Tome II : l’infraction pénal, 2010, no 1241, 
p. 334 を参照。
25）　J. Rozie, D. Vandermeersch et J. De Herdt avec le concours de M. Debauche et 
M. Taeymans, Un nouveau code pénal pour le futur ? La proposition de la commission 
de réforme du droit pénal, La Charte, 2019, pp. 3 et s.  刑法改正法案第 11 条は，正当
化事由として，法律の命令または許可，権限機関の命令，緊急避難，正当防衛，権
限乱用に対する正当な抵抗の 5種類を規定している。
26）　Pradel, Droit pénal général préc., no 602, p. 502 ; Mascala, Consentement de la vic-
time préc., nos 2 et s.
III　破毀院 2019 年 5 月 5 日判決の概要
1　事実の概要
2008 年交通事故の結果，重大な頭部外傷を負った男性（Vincent Lambert）
は， 運動療法や機能回復訓練などの治療が継続されたが，事故から 5 年後に
深い昏睡状態に陥り，事故後の 8年間，慢性的植物状態にあった27）。治療の
効果がないと判断した医師団は，男性の妻と相談の上，合議による手続を行













州人権裁判所は 2015 年 6 月 5 日判決29）で，治療の中止は生存権を侵害して
いないと判断して，治療の中止を認めた。この判決を受けて，病院と医師団
は，新たな治療の停止の手続に着手した。その後も治療の中止に関して行政
裁判において争われたが，2019 年 4 月 24 日判決でコンセイユ・デ・タ（国務
院）は，治療の中止を認めた30）。









（1）　刑法 122-4 条及び同法 221-1 条，保健衛生法 L. 111-4 条及び同法 R. 















































































（2）　欧州人権条約 2 条， 刑法 222-13 条， 同法 223-3 条及び同法 223-6 条， 




衛生法 L. 1110-5 条の規定に従えば，人はすべて，その健康状態及びその状
態が求める医療処置の緊急性を考慮して，最も適切な治療を受ける権利を有






























用することはできない。また， 事実 （行為） 全体については， それが何らかの












事実について，2014 年 1 月 17 日，ランス大学病院は，男性の病室の安全対
策及び訪問規制に向けられた決定を行った。この事実について，行政警察の
判断から導かれたものである以上は，往来の自由の侵害に刑法上の罪名を与
えることはできない。病室の安全対策等は， 保健衛生法 R. 1112-47 条の規定
に従い，公的病院施設長の専権事項に属するものである。7 日以上の監禁と
される事実について，あるいは重罪の罪名決定について，その事実は，2013






















































































































































衛生法の規定の解釈が問題となる。フランスでは，2002 年 3 月 4 日法39）及



































27）　Vincent Lambert 事件の経緯については，Le Monde 2019 年 7 月 11 日付 Anne-
Sophie Faivre Le Cadre 署名記事（2018 年 11 月 22 日付記事の改訂版）を参照した。
なお，この事件を紹介した文献として，牧田満智子「欧州人権裁判所判決から考え
るフランス『尊厳死法』―ヴァンサン・ランベール（Vincent Lambert）事件の検
討を通して （修正・加筆） ―」医療・生命と倫理・社会 15（2019）17 頁がある。
28）　Décision du Conseil d’Etat Assemblée, 24 juin 2014, no 375081.
29）　C.E.D.H., 5 juin 2015, no 46043/14.
30）　Décision du Conseil d’Etat, 24 avril 2019, no 428117.
31）　なお，私訴申立において引用されている罰条は 122-4 条及び 221-1 条である。そ
の実質は病気で著しく脆弱な状態にある者に対する殺人罪であり正確には加重的殺
人罪（221-4 条 1 項 3 号）の未遂に該当すると思われる。
32）　控訴院予審部の決定については，破毀院判決において引用されているもの（前記
注 7）を参照した。
33）　Bernaridini et Dalloz, Droit criminel volume II – L’infraction et la responsabilité, 





















37）　J. Lagoutte, De l’irresponsabilité pénale en fait d’euthanasie réflexion à partir d’un 
arrêt de la chambre criminelle de la Cour de cassation du 5 mars 2019, Droit pénal, 
2019, no 10, p. 20 を参照。
38）　J.-Y. Maréchal, Elément moral de l’infraction, Juris-classeur pénal, Art.121-3 : fasc. 




42）　保健衛生法（最新版）の規定については，Legifran の web サイトを参照した。
43）　M. Bénéjat, Arrêt des soins en fin de vie et fait justificatif, A.J.P., 2019, pp. 269 et 
s.を参照。この理論構成を否定する見解として，Lagoutte, op. cit., no 10, p. 21を参照。

















している。同司教団の web サイトを参照。なお，カテキズム no 2277 は，安楽死は
殺人であるとして否定している。
46）　大塚仁他編『大コンメンタール刑法（第 3 版）第 2 巻』（青林書院・2016）［古田
佑紀・古川原明子］468 頁以下，西田典之・山口厚・佐伯仁志編『注釈刑法  第 1
巻』（有斐閣・2010）403 頁以下を参照。
合の対応については，法的な手続が整備されていても，複雑な問題が生じる
ことが明らかとなった。
治療中止の法的根拠をめぐっては，わが国においても議論されていること
から46），治療中止をめぐるフランスの議論はわが国の解釈論・立法論に示唆
を与えるものと思われる。
